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平成１５年７月２日 

ブロック・支部運営規則の一部改正について 

社団法人東京都自動車整備振興会 

１．定款改正に伴い、ブロック・支部運営規則を改正する。併せて、「規則」

を「規程」と改める。 

２① 地域別に設置された従来の支部（地域支部）の他に、業態支部を創設

する。（第３条） 

② 地域支部の合同に伴う支部名称等、地域支部に関する規定を整理する。

（第３条１号） 

③ 業態支部は、「二輪自動車支部」（主として二輪自動車を整備する正会員で構成）及び「自家

工場支部」（主として自社車両を整備する正会員で構成）の２支部とする。（第３条２号） 

④ 正会員は、業態支部に重複して加入することができる。この場合、当

該正会員の基本会費は、地域支部から納付する。（第３条第２項） 

３．ブロック及び支部に、指定工場部会及び青年経営研究会を置く。その運

営は、ブロック及び支部毎に定める。（第７条及び第１３条） 

４．支部の事業を整理する。（第１１条） 

５．振興会入会金の改正に合わせ、支部入会金を改正（新規入会５万円、支

部移動３万円）する。（第１５条、モデル支部規約の改正） 

６．規程の施行を平成１５年７月１日とする。（附則） 

７．新旧対照表 
改正案 現行条文 

 

ブロック・支部運営規程 

（目 的） 

第１条 この規程は、社団

法人東京都自動車整備振

興会（以下「振興会」という。）定款第３

６条に基づいて、ブロック及び支部の運営

に関する事項を定めることを目的とする。

 

ブロック・支部運営規則 

（目 的） 

第１条 この規則は、社団

法人東京都自動車整備振

興会（以下「振興会」という。）定款第３２

条に基づいて、ブロック及び支部の運営に

関する事項を定めることを目的とする。 
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改正案 現行条文 

（支 部） 

第３条 支部は、次の各号により区分され

る地域又は業態の正会員をもって形成

する。 

 (1) 地域支部 東京都内の一又は複数

の行政区を単位とし、そこに所在する

正会員をもって組織する。 

地域支部の名称は、当該行政区名その

他当該地域を表示する名を冠して名

称とする。 

 

 

(2) 業態支部 正会員が行う事業の業態

に応じ、東京都内全域の同様業態の正

会員をもって組織する。 

① 二輪自動車支部 主として二輪

自動車を整備する正会員で構成す

る。 

② 自家工場支部 主として自社車

両を整備する正会員で構成する。 

２ 前項の支部区分は、正会員が業態支部

に重ねて所属することを妨げない。この

場合、基本会費は地域支部を経由して納

付するものとする。 

（部 会） 

第７条 ブロックにブロック指定工場部会

及びブロック青年経営研究会を置く。 

２．ブロック指定工場部会及びブロック青

年経営研究会に関することはブロック規

約で定める。 

（以下第１１条まで１条ずつ繰り上げる。）

（支部の事業） 

第１１条 支部は、次に掲げる事業を行

う。 

(1)   同右 

 

 

(2)   同右 

(3)   同右 

(4)   同右 

 

（支 部） 

第３条 支部は、次の各号により区分され

る地区、または地域に所在する振興会会員

をもって形成する。 

(1) ２３行政区内においては、各行政区

毎に組織し、当該行政区名を冠して名

称とする。 

(2) 多摩及び八王子ブロック内におけ

る支部は、原則として都議選の選挙区

毎をもって組織の設定基準とし、当該

地域名等を冠して名称とする。 

(3) 東京都に所属する島嶼については、

そこに所在する会員をもって組織し、

島部支部とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（支部の事業） 

第１０条 支部は、次に掲げる事業を行う。

(1) 振興会及びブロックにおける決定事

項並びに関係諸機関との調整結果等に

対する協力及び実行。 

(2) 会員の入会、退会に関する手続き。 

(3) 入会金、会費の徴収及び納付。 

(4) 法令遵守にかかわる現地指導等の実

施及び協力。 
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改正案 現行条文 

(5) 法規・税制対策事業にかかわる地区

活動。 

 

         （①から⑤削除）

 

 

 

 

 

(6)   同右 

(7)   同右 

 （８号削除）

 ８号削除）

(８)   同右 

(９) その他支部活動に必要な事業。 

 

         （①から⑤削除） 

 

 

 

 

 

（部 会） 

第１３条 支部に支部指定工場部会及び支

部青年経営研究会を置く。 

２．支部指定工場部会及び支部青年経営研

究会に関することは支部規約で定める。

（以下第１6条まで2条ずつ繰り上げる。）

（入会金及び会費） 

第１５条 支部入会金は５０,０００円と

する。 

２．前項の規定にかかわらず、支部を移動

する会員に対する受入側支部の入会金

賦課額は３０,０００円とする。 

３． 同右 

 

 

附 則 

１． 同右 

 

２． 同右 

 

  ―中略― 

 (5) 法規・税制対策事業にかかわる地区

活動。 

①法規・税制に関する「研修会」の開催

②法規・税制に関する議会等への陳情 

③法規・税制に関する各種行事への参加

④法規・税制に関する支部の意見の取り

まとめ及び必要な情報収集 

⑤その他地区における法規・税制に関す

る活動 

(6) 各種調査の実施及び協力。 

(7) 各種研修、講習の実施及び協力。 

(8) 排出ガス測定器の定期較正に関する

較正場所の確保及びその実施協力。 

(9) 街頭検査の実施補助。 

(10) 会員の親睦、協調の促進。 

(11) 支部活動に必要な事業。 

①会議(次条規定の会議及び地区会、委

員会等)の設営、連絡及び運営 

②会員宛通知、その他情報交流のための

連絡及び調整 

③支部会員名簿の作成 

④事業計画と同報告及び収支予算と同

決算の策定 

⑤その他 

 

 

 

 

 

（入会金及び会費） 

第１３条 支部入会金は１００,０００円

とする。 

２．前項の規定にかかわらず、支部を移動

する会員に対する受入側支部の入会金賦

課額は５０,０００円とする。 

３．支部会費は月額５,０００円以内とし、

賦課方法は支部総会で別に定める。 

 

附 則 

１．この規則は、昭和５９年４月１日から 

 適用する。 

２．この規則の改廃は、理事会の承認を必 

 要とする。 

  ―以下略― 
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改正案 現行条文 

附 則 

１．平成１５年７月９日、定款の改正に伴

う支部組織の見直しのため、規程名称そ

の他の一部を改正し、平成１５年７月１

日より適用する。 

 

 

 


